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監査基準設定主体への一考察
高柳龍芳
はじめに
戦後，わが国の経済建て直しの一環としてまづ「企業会計原則」が設定さ
れ，続いて監査制度導入のための「監査基準」の設定がなされて会計制度の
整備が行われた。
昭和25年7月には，企業会計審議会の前身である．経済安定本部企業会計
基準審議会の中間報告としての監査基準及び監査実施準則が公表されて，そ
の後の監査制度実施への地ならしとなったのである。この規範をベースにし
て，昭和26年の上場会社に対する初年度監査が，証券取引法第192条の2及
び「財務諸表等の監査証明に関する省令」に基き実施された。その後を追っ
て，遂次，監査対象項目を年毎に拡充しつつ，昭和30年の第5次監査に至る
まで，いわゆる会計制度監査の時代を迎えたのである。
続いて，昭和31年12月には，企業会計審議会は．監査基準及ぴ監査実施準
則に改定を加えるとともに，監査報告準則を追加発表することで，昭和32年
1月以降にはじまる事業年度から，正規の財務諸表監査が実施される運びと
なった。
その後，昭和40年9月及び41年4月には，相継ぐ中堅企業の破綻を契機と
して，監査態勢の強化，建て直しをはかっての部分的な改訂，昭和51年7月
には，連結財務諸表監査の導入のための改訂，さらに昭和58年2月には，後
発事象にかかわる監査手続の追加のための改訂が続いている。
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この間，中堅企業の倒産や航空疑惑が生ずる中で，それに対応する商法の
改正，中間財務諸表や連結財務諸表の作成に関する会計制度の強化がはから
れている。このように社会的問題の発生する毎に，監査はその信頼性を問い
直されてきた。このような監査環境の変化に伴なって，当然のことながら，
監査人の責任に関する社会的な関心もまた深まらざるをえない。このような
結果をうけて，監査対象の拡大や監査人の制度上のあり方をめぐり，上記の
ごとく，監査基準の改訂が数度にわたり実施さ9れたのである。
このように，社会経済的事件が発生する毎に，監査基準の手直しがなされ
てはきたが，この数度にわたる改訂の内容は，どちらかといえば部分的な解
決に視点をおいての弥縫的な手直しにすぎず，監査基準そのものの本質を問
うような検討ないし論議は重ねられていない。もっとも身近いところで起っ
てきた中小会社監査の問題にしろ，国際監査基準をめぐるわが国の対応の問
題にしろ，急激にかつ根本的に監査環境の変化に耐えうるための監査制度の
見直しが問われている。単なる弥縫的な「監査基準」の改訂ではゆるされな
い状況が今生まれてきているように思えるのである。
1． 監査基準検討の意味
わが日本会計研究学会にあっては，昭和56年から58年にわたり，特別委員
会によって「監査基準の検討」がなされたが，その特別委員会報告の中で基
準・準則改善を必要とする動機について次のように述べている。
「(1) 過去30年余にわたる公隠会計士監査の実績にもとづいて，現状の監
査実務は相当に発展しており，監査基準・準則の内容は実情とかなり遊離
しているから，この際その食遣いを修正する必要があること。これとの関
連で，実際における新しい問題に対して解決を可能ならしめるより具体的
な監査基準・準則が要請されており，従来の一般的・教義的なものでは満
足されないようになってきていること。
(2) 過去10数年に多発した会社不正事件が監査への期待を高めるととも
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に，これに関連した財務諸表監査の問題点が研究され；これに対応して従
来の監査基準・準則に関する反省が行われるようになったこと。
(3) このこともあって，制度的には商法の改正 (56年6月）が行われ，ま
た最近，これに関して計算書類規則（略称）の改正や新たに監査報告書に
関する規則（略称）が公表 (57年4月）され， 57年10月1日からこれらが
発効するに至ったこと。またこれによって，いわゆる証取法監査と商法監
査の関係が問題になり，どくに後者に対する監査基準・準則におけるなん
らかの対応が必要になうた」
といった3つの動機をあげている。
この特別委員会報告の中で示された以上の3つの指摘事項は，わが国の監
査をとりまく環境がこの30余年の間に大きく変ってきていることを示してい
る。具休的に述べるならば，国内的には，企業に対する情報公開拡大化の要
請，コンピュークの発達に伴なう監査対象の複雑化やシステム監査の展開，
そして中小会社監査に対する社会的要請の台頭などが挙げられるであろう
し，さらに国際的な面からも速急な対策を考慮すべき時期に達している。す
なわち，国際会計士連盟の内部機構である国際監査実務委員会 (IAPC)に
よって，国際監査基準 (IAG)も公表されており，各国会計士団体はこの
IAGを尊重し実務基準として自国のそれに調和させるべき義務を負ってお
り，わが国においても，さきゆき日本公駆会計士協会は自身の手によって何
らかの解決策を見出ださねばならない立場に立たされているといえる。
2. 監査基準検討の視座
わが国の監査制度の創設とその後の発展を想うとき，硯行の監査基準・準
則が果しえた教育上及び実践上の役割は極めて大きかったといわざるをえな
い。またその後に続く，監査環境の変化に伴なって行われた監査基準・準則
の改訂過程も，日本公駆会計士協会による監査委員会報告や審理室情報の時
宜を得た提示と相いまって，監査実践に対し多大な貢献をなしたことは礁か
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な事実である。
しかしながら，現在に至るまでの手直し作業は，監査基準・準則に対する
基本的な解決を与える底の根本的な検討であったとは必ずしも云いがたい。
すでに述べたように，わが国の監査をとりまく環境の時代的な変化は，監査
基準・準則について徹底した改善のない限り，それは空洞化しつつあり無用
の用具となっているとさえ指摘する声も関係者の中からきこえ始めている。
監査をとりまく環境の変化に応じて，時には古きを捨て新しきを採るとい
った修復作業を行うことによって，多様化する監査手法や新たなる監査対象
の出硯に対しある程度の解釈を与えることは可能であろう。しかし，目下の
状況においては，単なる監査の技術的進歩に対する研究ばかりではなく，監
査に共通する一般的な原理や，個々の監査概念の明確化をはかるとともに，
さらには，監査目標を上部構造に据えた上での，監査全体の休系化をめざす
ような，監査基準・準則に対する明確なフレームワーク化も要求されること
になろう。
ここで，再ぴ特別委員会報告に戻って，監査基準・準則のもつ問題点の指
摘について触れておきたい。この報告は
「一般的な財務諸表に対応する監査基準・準則を設定し，諸会計制度に適
合させることが可能となるためには，まず監査基準・準則における監査の
目的・目標を明らかにすることが必要である。監査人の資質や正当注意を
考える場合も，監査実施に際して計画を設定し合理的証拠をうるためにも
その基礎として監査の目的・目標が明確になっていなければならないから
である。第2に，監査の全体の構造を形成する基礎概念あるいは基本的な
原則をあげ，これを明確にしておくことである。諸概念や原則の相互関係
を明らかにすることも必要である。第3に，第2にあげた基礎概念や原則
の説明，とくに目的・目標との関係や現実の適用に際しての注意点を説明
することが監査関係者の共通の理解をうるために必要である。たとえば概
念の定義，それに関連する実際上の問題，商法監査，証取法監査への適用
方法などの説明が必要である。第4に，実務指針として，具体的に個々の
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事例にそくして必要な手続を解明し，その結果に関する解釈の方法などを
加えて，実際に対する指導的規範をつくることが必要である。」
として，監査基準・準則の設定要因を述べているが，これを整理すれば次の
ようになるだろう。
(1) 監査目的ないし監査目標の明確化
(2) 基礎概念ないし基本原則の明確化
(3) (2)の解説，とくに概念の説明，現実の適用に際しての注意点や問題点の
指摘
(4) 実務指針としての，必要にして有用な個々の手続の説明および解釈方法。
であり，これらを要件として監査基準・準則の内容が整備されることを望ん
でいる。この特別委員会報告が指摘するように，現行の監査の目的や基礎概
念の明確化に欠けており，そのため個々の概念の説明や現実適用の際の注意
点や問題点の指摘において不十分であり，したがって実務指針として必要に
して有用な個々の手続説明や解釈方法についても未整備な点が多くあること
は否めない。この監査基準・準則は設定された当初から上記の事情を内包し
ており，その後の変化する監査環境にも拘らず，弥縫的な手直しの積み重ね
にすぎなかった関係上， 30余年を経た現在，教育的視野に立ってみても，新
しく生じてくる考え方や諸概念を整理する必要にも迫られており，さらには
監査実践に十分有用となるべき実務指導型の規範作りが必要であると考えら
れる。
3. 監査基準設定主体の検討
監査基準の検討を行うに当っては，何よりもまづ，その設定主体について
の考察をするのが大切であろう。
冒頭に述べたように，わが国の監査基準は企業会計原則と同じように，企
業会計審議会の手によって誕生した。戦後，わが国においては，会計や監査
に関する慣行が殆んど確立していなかったことから，実質的には米国の慣行
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の影響の下に，形態上は，官庁主導型のいわゆるパプリックセクターによっ
て監査基準の設定がなされたのである。
爾来，数次の改訂を重ねながら， 30余年にわたり，この基準・準則は実務
界での指導的かつ実践的手引の役割を果して今日に至っている。その間，財
務諸表監査は制度としてわが国の経済的土壊に定着するが，この監査基準
は，監査人にとっては監査業務の平準化や責任所在の明確化に寄与し，被監
査会社にとっては監査協力を求める際の権威として作用し，利害関係者にと
っては監査のもつ意義と性格の理解を与える指針となった。証取法の下での
30余年，さらに商法の下での10年に及ぶ監査実践を通じて，この基準は財務
諸表監査を定着させるための重大な役割を荷ないそれを果してきた結果，ゎ
が国にも監査の慣行が形成され，職業監査人の監査能力の向上も十分に認め
られるに至った。このようにしてパプリックセクター主導ともいうべき企業
会計審議会の，監査基準設定に閲わる役割は，今日十分果しおえたものと私
は考えている。
他方，その間にあって，監査実践の実を積み上げ，監査慣行の基盤をきづ
き上げるための大きな力となった日本公圏会計士協会の活躍についても，企
業会計審議会の業績とともに少なからぬ評価を与えねばならないであろう。
監査基準が一つの指針として監査実務界に付与されて以後，僅々四半世紀の
実践の過租でしかない期間に，日本公認会計士協会は，その内部機構として
会計制度委員会，監査委員会等を形成し，これらを通じて次々と通課や通達
など多くの見解を表明し，意見を開示することで，監査実践上のリーダーシ
ップを発揮してきたことについては世の駆めるところであろう。
このようにみると， 日本公認会計士協会は積年にわたる監査実践への諸見
解を批漉し，監査業界を指導してきた貢献度からいえば，監査基準の策定に
力を注ぎ，それに対する責任を果しうるだけの能力を高めつつあると考える
ことができる。基本的な原則や諸概念の説明など，本質的には学理に係わる
理論形成の領域に至るすべてを含むべきだとはいわないまでも，監査の実施
方法や手続をめぐる，実践に直接かかわりをもつ問題に関する限り，日本公
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認会計士協会は職業監査人の集団として十分な発言力を備えるとともに，自
らに課された責務を積極的に果しうる能力を保つ程に成長してきており，し
たがって，監査基準・準則の策定に対してもその力を発揮できる時機にさし
かかったと期待されてよい。
4． 監査職務における自己責任の原則
上記の通り，日本公認会計士協会はわが国の監査慣行の形成に大きな役割
を果してきており，さらにいえば，今や，監査基準の設定を自らに課すこと
ができる程に成長を遂げてきていると考えることができる。そこで，しばら
く，職業監査人集団としての日本公隠会計士協会に望みたい問題をとりあげ
ておこう。
まづ，職業監査人としてとりわけて重要な課題である独立性について触れ
ておきたい。現行の監査基準における一般基準の中には，被監査企業に対す
る特別利害関係のない者でなければ監査ができないこと，及び監査実施の過
程にあって常に監査人は公正不偏の態度を保持すべき旨の規定がみられる。
いわゆる前者が経済的独立性，後者が精神的独立性と称される規範である。
この監査基準に示されている独立性は，いづれにせよ，監査人個人に直接に
かかわって規制を加えるところの規範である。職業監査人が監査を行うに当
って，この種の独立性を必要とすることは，今や当然の常識であり，監査の
公準として位置づけられる概念であろう。
しかし，独立性にはこのような個人的な意味をもつ独立性の概念以外に，
「全体的な」独立性を一つの仮定として捉えておかないと真に社会的要請と
して求められる監査制度の確立を可能にすることはできない。 「全休的な」
独立性とは，職業監査人集団が一つの全休像として独立性を保持していると
社会が圏識し，そのことによって監査人全休として社会から信頼性を確保し
うる基盤となるところの概念である。監査という職業が社会的な信頼性をか
ちとるためには，個々人の独立性も重要であるが，監査職業団休が強力な独
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立性によって支えられているという保障の存在が重要なのである。
したがって，日本公認会計士協会が社会的信頼性を確保しうるか否かは，
職業監査人が全体的な独立性をもっていると社会一般が謁識することを前提
とする。職業監査人が全休的な独立性を保持しうるのであれば，その代表と
もいうべき日本公認会計士の発言と指導は社会的信頼をもって世間一般から
受け入れられるであろう。
さて，少し方向を転じて，ここに西ドイツの例をとりあげておきたい， ド
イツにおける職業監査人の職務を規制する原則の中に，監査人の独立性を支
える最も基本的なものとして， 自己責任 (Eigenver皿twortlichkeit)の原
則がある。「監査人は何をいわねばならないか，何を述べてはならないかに
ついて自ら決っすべきであって他人の指示に従ってはならない」という原則
である。これは監査人の自律自主の精神を謳ったものであり，彼の行為は外
部からの制肘を受けることなく自らの樹てた規範に従わねばならないことを
述べたものである。自らの発言，自らの行為に対しては，自ら責任を負うこ
とを意味するものであり，これは職業監査人の独立性宣言でもある。すなわ
ち，この自己責任の原則は，個人的な独立性のみならず，全体的独立性をも
支えている誠実な監査への根元的な出発点なのである。
他人が律した規範に従うことはある意味で容易である。しかしそれは往々
にして安易に落ち入り，ときには無責任に流れ易いものである。欧米に育っ
た監査制度は自主規制を自らに課すことによってその生を得てきた。欧米各
国でそれぞれ発生し硯在に至っている監査は，当初はパプリックセククーの
主導や，あるいは協力を求めて発展したとはいえ，基本的には，その介入を
極力回避し，時にはそれへの抵抗をさえこころみてきた歴史を持っている。
会計基準や監査基準を，プライベイトセククー中心に築きあげてきた先進諸
国の努力は，監査職業団体が厳しい自主規制を貫くことによって初めて結実
したのである。監査職業団休が自らを律するために自らの規範を作り，それ
に基いて自己の責任を貫徹しうるとき，そこに初めて，職業監査人全体とし
ての独立性が確実に保たれる証左となる。
238(524) 第 33巻第4• 5号
まづ何よりも，監査基準の設定を職業監査人団体にゆだねることは，監査
環境の変化に伴い基準の改変を迅速かつ機動的に確保できるというメリット
がある。しかし最も大切なことは，監査実践にかかわる責任を直接荷なって
いる職業監査人こそが，監査実施上の諸基準を策定すべき能力を有している
のであり，又その立場に置かれているということである。そのような能力と
立場に基いて策定されてこそ監査基準の信頼性は確保されるのである。勿
論，この場合には，職業監査人全体としての独立性が公共により圏識されて
いることが前提とならねばならないだろう。わが国の監査を考える場合であ
っても，監査人の自己責任の原則を貫徹することが今最も強く求められるべ
きであると思う。そのためには，職業監査人団体は，自己の手によって，自
己を規制する基準をまづ策定すべき責務を負わねばなるまい。
5. 監査基準の再構築に向けて
結論をさきにいわせてもらうならば，監査基準・準則の設定主休は日本公
隠会計士協会でなければならない。日本公腿会計士協会は職業監査人全休を
統制している中核休であり，したがって監査人の全体的な独立性を確保すべ
きかなめでなければならない。監査業務にかかわる自己責任の原則を守り，
社会に対して監査の信頼性を保持してゆく責務を有する立場に置かれてい
る。
しかしながら，監査実践において重ねてきた年輪はわが国の場合極めて浅
く，当初における職業監査人の数といい，業界と実務界の交流といい，誠に
お粗末だったといわざるをえない。その点でいえば，米国にあっては，監査
基準設定の必要性が生じた頃には，米国会計士協会はすでに多くの職業監査
人集団をその内に擁していた。しかもその上，会計や監査を研究する学界人
達は，実務界に対して十分の関心を持ち，監査基準の設定に対しても多大な
協力を与えることを惜しんでいない。
又，米国にあっては極めて数の多い公認会計士有資格者が各界で活躍をし
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ていることも会計や監査に一般を眼ざめさせるのに大きな力となっている。
監査の専門家や経営コンサルクント以外にも，会計や監査の研究者としての
学界人，会計教育にたづさわる教育者，そして経理を担当する企業内会計士
等々，会計関係従事者が公隠会計士という有資格者であったことが，米国に
おける会計と監査の制度的発展を下から支えていた一つの大きな原因でもあ
った。
しかしながら，他方，米国の職業監査人達は，会計や監査にかかわる重大
な事件の数々の発生の中で，世間から糾弾や批難のまとにならざるをえなか
った歴史をも荷なってきている。それにしても，このような危機をくぐりぬ
けて現在の発展をみることができたのも，独立性を保持するために自らに統
制を加え，自己責任を果してきた米国公聡会計士協会の自助的努力があった
ればこそであろう。
それにひきかえ，わが国にあっては監査制度出発の当初から，学界は学
界，実務界は実務界でそれぞれ独自に仕事をなし，必ずしも実践を中心に据
えた産学の協力態勢が整っているとはいえない状況であった。監査実践の規
範となるべき監査基準の設定主休は，学界，官界，経済界，会計士業界の代
表メンバーを包摂する企業会計審議会ではあったが，そのリーダーシップを
果したのは，職業監査人団体ではなく，殆んど学界の力によるものであった。
この基準の設定主体は，形式的には企業会計審議会というパブリックセクク
ーではあるが，実質的には責任所在不明のセククーであるといった方が当っ
ていよう。自己責任を果しえず，他律的規範を受動的に受け入れることで，
監査は実践されてきた。実務界の監査実践を支える指導理念となっていたの
がこのようにしてでき上がってきた監査基準なのである。
しかしながら，今や監査制度もわが国において定着しており，実務家の中
にも極めて有能な理論家を多く排出できるようになり，職業監査人団体から
の発言も十分に評価される状況が産みだされてきている。さらに，学界から
も実務界に対し活発な発言を行うことで，支持や批判の意見を多く交換でき
る時代を迎えているといえよう。したがって，監査基準・準則に対する再検
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討が学界・実務界の密接な連携によって可能となる基盤が構築されていると
思える。
たしかに，欧米諸国に比べれば，わが国監査実務界の経験は極めて洩いと
いわねばならないが，ある程度の学界の協力がありさえすれば，わが国の公
隠会計士協会は衆智を結集して，自己の責任において，藍査の規範を創造す
べき時運に乗り始めているといえるだろう。
さらにつけ加えるならば，監査基準の中のいくつかの概念，例えば，独立
性や正当注意義務あるいは監査人としての適格性などにかかわる概念は，す
でに監査の公準として十分に一般の承圏をえられているといってよい。これ
らの公準は，公薦会計士法，監査証明に関する省令あるいは商法の規定の中
に当然の前提として定着しており，会計士の負うべき責任の原点としての地
保を堅めている。このように監査実践を導くところの基本的に重要ないくつ
かの前提は，すでに監査実践の規範と七て完熟の相を現わしている。それ故
このような公準についての加えるべき検討の必要性はそれ程緊急を要するも
のではない。
したがって，今後，監査基準に関して加えるべき検討は，監査一般に共通
する原理や諸概念の明確化，監査目標を含んだ監査全休の体系化など，監査
基準に対するフレームワーク化への要求など急を要するであろうが，特にと
りあげるべき最重点項目は監査実践に直接かかわってくる，監査の手法乃至
は手続の問題である。いわば，現行の監査実施準則・報告準則の内容の再構
築である。絶えず変化を続ける監査環境に対応して監査人が常に実哉的に堪
えうるところの，実務指針を樹立することが緊急である。
おわりに
わが国の監査制度は，幸であったか不幸であったかは論じないにしても，
官製よりの出発であった。したがってわが国の職業監査人は，商法や証取法
などの強制監査以外の自由意思監査の経験を持ちあわせていない。それはあ
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たかも，幼稚園児が突然大学教育を受けるはめになったのに等しい。
このような事情に比ぺれば，欧米における監査実践にあっては，小・中・
高といった基本の勉学を終えてその後秩序よく大学生となっていく学習者の
過程に類似しているといえよう。欧米の監査実践は，自由意思に基く監査に
その端を発している。来るべき法定監査に先行して存在していたのが自由意
思監査であった。破産法に基く帳簿の監査，不正予防や摘発のための内部監
査，信用保証のための銀行監査など多くの種類の自由意思監査の発展がその
原点にあったればこそ，後続する法定監査に備えての職業監査人の実力蓄積
が可能となったのである。、米国においても，さらにはドイツにおいても1930
年代に入ってからの法定監査導入の頃には，過半数に及ぶ上場会社あるいは
株式会社が自らの意思に基いて職業監査人による監査を受け入れていたとい
われている。
これらの欧米の監査制度と比べるならば，わが国の監査制度はまさに逆立
ちの現象を呈した発展過程をたどったことになる。しかし今日のわが国にお
いては，いづれにしても，法定監査以外に学校法人監査，労働組合監査ある
いは中小企業投資育成会社の監査など多くの監査が実施されており，さらに
今後ともより多くの自由意思監査への展望も開かれることであろう。例え
ば，自由化し，国際化する経済競争をめぐって流動化の激しい金融界の再編
成論議がかまぴすしい。このような波動は，資本移動の活発化に応じてこの
業界にも信用監査を必要とする時代の接近が予感される。金融界をとりまく
この種の信用監査の新しい形態が芽ばえるかもしれない。
又，地方自治に強い関心を示し始めた住民達の意識改革が始まれば，現行
の素人じみた地方自治監査制度に新風を掘き起こすかもしれない予想を感得
させる。さらに一歩進めて，国家財政の監査にも職業監査人の協力を必要と
するかもしれない。米国のGAO監査基準が1981年に改正されている。すで
に早くから国家財政についての監査制度の中において，政府組織の財政報告
書に必要な業務分担として職業監査人の導入を前提としていることはわが国
でもつとに知られている事実である。
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わが国の経済事情が米国のそれとは異なっているとはいえ，多かれ少なか
れ，本質的にはさ程の逮いが存するものでもなく，わが国もまた米国的類型
をたどるであろうことが予想される。しかし，このような状況があっても，
職業監査人が指をくわえて行動しない限りは，これらの業務は職業監査人の
ものとはなりえない。福は常に天から自然に与えられるとは限らない。わが
国の法定監査制度が天から舞いおりたのは，敗戦といういわば慈雨があった
ればこその椀幸であった。職業監査人達の極めて激烈な競争や切瑳琢磨の賜
物の結果でなかったことは肝に銘じておくべきである。
温床の中におけるエリート集団の育成は今や終りをつげようとしている。
国際的にも国内にあっても，職業監査人集団が今こそ荒波の中に舵をとるべ
き時がきている。企業会計原則や監査基準の根本的な検討が必要とされてい
るこのような状況に遭遇して，全体的な独立性を保持し，自己責任の原則を
貫いて社会の信頼を獲得するために，職業監査人団体は，今何をなのべきな
のだろうか。
